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第１章 計画策定にあたって 

１ 計画策定の背景と趣旨 

塩竈市（以下「本市という。」）では、国の少子化対策と連動し、「次世代育成支援

対策推進法」に基づく『のびのび塩竈っ子プラン』を平成17年度に策定し、また、

平成24年８月の「子ども・子育て関連３法」の成立を受け、「子ども・子育て支援法」

に基づく『新のびのび塩竈っ子プラン～塩竈市次世代育成支援行動計画／子ども・

子育て支援事業計画～』（以降「第１期計画」という。）を平成26年度に策定しまし

た。これにより、次世代の育成に結びつく新たな支えあいの創出や子どもたちがの

びのびと育ち、安心して子育てができる環境の整備に加え、教育・保育事業の提供

体制の確保等を進めておりました。 

さらに、令和元年５月に「子ども・子育て支援法の一部を改正する法律」が成立し

たことを受け、「幼児教育・保育の無償化」等の少子化対策のほか、保育の受け皿の

拡大や保育の質の確保などの提供体制の充実を盛り込んだ『第２期のびのび塩竈っ

子プラン～塩竈市子ども・子育て支援事業計画／塩竈市次世代育成支援行動計画～』

（以降「第２期計画」という。）を令和元年度に策定し、子ども・子育て支援等のさ

らなる充実を図ってきました。 

しかし、少子化の流れは留まることなく進行し、人口減少を加速化させております。

国では、若年人口が急激に減少する2030年代までが、少子化・人口減少に歯止めを

かけられるかどうかの重要な分岐点であり、最後のチャンスであるという認識のも

と、令和５年12月に「こども未来戦略」が策定されました。この「こども未来戦略」

に盛り込まれた、今後３年間を集中的に取り組む具体的施策である「加速化プラン」

を着実に実行するため、令和６年６月に「子ども・子育て支援法等の一部を改正す

る法律」が成立しました。 

これを受け、本市では、子ども・子育て施策のさらなる充実や少子化対策を図るた

め、第２期計画の施策・事業の進捗評価等を行うとともに、「第三期市町村子ども・

子育て支援事業計画における『量の見込み』の算出等の考え方」に準じ、前年度に

実施した利用者へのアンケート結果を踏まえながら、子ども・子育て支援に係る利

用ニーズを含めた事業量等を見直し、その上で「子ども・子育て会議」等で議論を

重ね、教育・保育や地域子ども・子育て支援事業の提供体制の確保策を盛り込んだ

『第３期のびのび塩竈っ子プラン～塩竈市次世代育成支援行動計画／塩竈市子ど

も・子育て支援事業計画～』（以降「本計画」という。）を策定しました。 

本計画では、少子化対策を確実に実施できるよう、次世代育成支援推進法による関

連施策を計画的に実施するほか、質の高い教育・保育及び地域子ども・子育て支援

事業等により、本市に居住する子どもやその家族を支援し、「子どもの最善の利益」

が実現されるよう、子ども・子育て支援等の関連施策を展開していきます。  
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２ 計画の位置づけ 

本計画は、「次世代育成支援対策推進法」第８条及び「子ども・子育て支援法」第

61条第１項に基づく計画として、国の定めた基本指針等に即して、策定するもので

す。 

また、令和６年５月に「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福

祉に関する法律及び次世代育成支援対策推進法の一部を改正する法律」が成立し、

「次世代育成支援対策推進法」の有効期限が令和17年３月31日まで再延長されたた

め、これまで本市が取り組んできた次世代育成支援行動計画も踏まえながら、子ど

も・子育て支援に係る様々な分野の施策を総合的・一体的に推進していきます。 

３ 他計画との関係 

本計画の策定にあたっては、上位計画である『塩竈市長期総合計画』のもと、子ど

も・子育て支援に関する様々な分野の施策を総合的・一体的に進めるため、既存計

画との整合性を図りながら推進していきます。 

本計画は、「次世代育成支援対策推進法」に基づく『次世代育成支援行動計画』と

「子ども・子育て支援法」に基づく『子ども・子育て支援計画』を併せた計画です。 

■他計画との連携 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

塩竈市 

各種事業 

第３期 
のびのび塩竈っ子

プラン 

～塩竈市子ども・ 

子育て支援事業計画
／塩竈市次世代育成
支援行動計画～ 

◇塩竈市公共施設再配置計画 

◇塩竈市地域防災計画 

◇塩竈市教育振興基本計画 

◇塩竈市地域福祉計画 

◇塩竈市障がい者プラン 

◇健康しおがま２１プラン 

◇塩竈市生涯学習プラン 

◇塩竈市食育推進計画 

◇その他各個別計画 

塩竈市長期総合計画 

宮城県 

◇宮城県こども計画 

 

国 

◇次世代育成支援対策推進法 

◇子ども・子育て支援法 
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４ 計画期間 

本計画の期間は、「次世代育成支援対策推進法」及び「子ども・子育て支援法」に

基づき令和７年度から令和１１年度までの５年間とします。 

■計画期間 

令和２年度～令和６年度 令和７年度～令和 11 年度 

          

          

          

          

５ 制度改正等のポイント 

（１）児童福祉法等の一部改正 

児童虐待の相談対応件数の増加など、子育てに困難を抱える世帯がこれまで以上に

顕在化してきている状況等を踏まえ、子育て世帯に対する包括的な支援のための体

制強化等を行うため、令和４年６月に児童福祉法等の一部が改正されました。 

（ア）子育て世帯に対する包括的な支援のための体制強化及び事業の拡充 

①市区町村は、全ての妊産婦・子育て世帯・子どもの包括的な相談支援等を行うこども

家庭センターの設置や、身近な子育て支援の場（保育所等）における相談機関の整備

に努める。こども家庭センターは、支援を要する子どもや妊産婦等への支援計画（サ

ポートプラン）を作成する。 

②訪問による家事支援、児童の居場所づくりの支援、親子関係の形成の支援等を行う事

業をそれぞれ新設する。これらを含む家庭支援の事業について市区町村が必要に応じ

利用勧奨・措置を実施する。 

③児童発達支援センターが地域における障害児支援の中核的役割を担うことの明確化や、

障害種別にかかわらず障害児を支援できるよう児童発達支援の類型（福祉型、医療型）

の一元化を行う。 

 

  

第３期のびのび塩竈っ子プラン 
～塩竈市次世代育成支援行動計画／ 

塩竈市子ども・子育て支援事業計画～ 

第２期のびのび塩竈っ子プラン 
～塩竈市子ども・子育て支援事業計画／

塩竈市次世代育成支援行動計画～ 
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（イ）一時保護所及び児童相談所による児童への処遇や支援、困難を抱える妊産婦

等への支援の質の向上 

①一時保護所の設備・運営基準を策定して一時保護所の環境改善を図る。児童相談所に

よる支援の強化として、民間との協働による親子再統合の事業の実施や、里親支援セ

ンターの児童福祉施設としての位置づけ等を行う。 

②困難を抱える妊産婦等に一時的な住居や食事提供、その後の養育等に係る情報提供等

を行う事業を創設する。 

（ウ）社会的養育経験者・障害児入所施設の入所児童等に対する自立支援の強化 

①児童自立生活援助の年齢による一律の利用制限を弾力化する。社会的養育経験者等を

通所や訪問等により支援する拠点を設置する事業を創設する。 

②障害児入所施設の入所児童等が地域生活等へ移行する際の調整の責任主体（都道府

県・政令市）を明確化するとともに、22歳までの入所継続を可能とする。 

（エ）児童の意見聴取等の仕組みの整備 

①児童相談所等は入所措置や一時保護等の際に児童の最善の利益を考慮しつつ、児童の

意見・意向を勘案して措置を行うため、児童の意見聴取等の措置を講ずることとする。

都道府県は児童の意見・意向表明や権利擁護に向けた必要な環境整備を行う。 

（オ）一時保護開始時の判断に関する司法審査の導入 

①児童相談所が一時保護を開始する際に､ 親権者等が同意した場合等を除き､ 事前又は

保護開始から７日以内に裁判官に一時保護状を請求する等の手続を設ける。 

（カ）子ども家庭福祉の実務者の専門性の向上 

①児童虐待を受けた児童の保護等の専門的な対応を要する事項について十分な知識・技

術を有する者を新たに児童福祉司の任用要件に追加する。 

（キ）児童をわいせつ行為から守る環境整備（性犯罪歴等の証明を求める仕組み

（日本版 DBS）の導入に先駆けた取組強化）等 

①児童にわいせつ行為を行った保育士の資格管理の厳格化を行うとともに、ベビーシッ

ター等に対する事業停止命令等の情報の公表や共有を可能とするほか、児童福祉施設

等の運営について、国が定める基準に従い、条例で基準を定めるべき事項に児童の安

全の確保を加えるなど所要の改正を行う。 
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（２）子ども・子育て支援法等の一部改正 

令和６年６月に「こども未来戦略」の「加速化プラン」に盛り込まれた施策を着実

に実行するため、子ども・子育て支援法等の一部が改正されました。ライフステー

ジを通じた子育てに係る経済的支援の強化、全てのこども・子育て世帯を対象とす

る支援の拡充、共働き・共育ての推進に資する施策の実施に必要な措置を講じると

ともに、こども・子育て政策の全体像と費用負担の見える化を進めるための子ど

も・子育て支援特別会計、及び児童手当等に充てるための子ども・子育て支援金制

度が創設されます。 

 

ア．「加速化プラン」において実施する具体的な施策 
 

（ア）ライフステージを通じた子育てに係る経済的支援の強化 

①児童手当について、「支給期間を中学生までから高校生年代までとする」、「支給要件

のうち所得制限を撤廃する」、「第３子以降の児童に係る支給額を月額３万円とする」

「支払月を年３回から隔月（偶数月）の年６回とする」抜本的拡充を行う。 

②妊娠期の負担の軽減のため、妊婦のための支援給付を創設し、当該給付と妊婦等包括

相談支援事業とを効果的に組み合わせることで総合的な支援を行う。 

（イ）全てのこども・子育て世帯を対象とする支援の拡充 

①妊婦のための支援給付とあわせて、妊婦等に対する相談支援事業（妊婦等包括相談支

援事業）を創設する。 

②保育所等に通っていない満３歳未満の子どもの通園のための給付（こども誰でも通園

制度）を創設する。 

③産後ケア事業を地域子ども・子育て支援事業に位置付け、国、都道府県、市町村の役

割を明確化し、計画的な提供体制の整備を行う。 

④教育・保育を提供する施設・事業者に経営情報等の報告を義務付ける（経営情報の継

続的な見える化）。 

⑤施設型給付費等支給費用の事業主拠出金の充当上限割合の引上げ、拠出金率の法定上

限の引下げを行う。 

⑥児童扶養手当の第３子以降の児童に係る加算額を第２子に係る加算額と同額に引き上

げる。 

⑦ヤングケアラーを国・地方公共団体等による子ども・若者支援の対象として明記。 

⑧基準を満たさない認可外保育施設の無償化に関する時限的措置の期限到来に対する対

応を行う。 
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（ウ）共働き・共育ての推進 

①両親ともに育児休業を取得した場合に支給する出生後休業支援給付及び育児期に時短

勤務を行った場合に支給する育児時短就業給付を創設する。 

②自営業・フリーランス等の育児期間中の経済的な給付に相当する支援措置として、国

民年金第１号被保険者の育児期間に係る保険料の免除措置を創設する。 

 

イ．子ども・子育て支援特別会計(いわゆる「こども金庫」)の創設 
 
こども・子育て政策の全体像と費用負担の見える化を進めるため、年金特別会計の

子ども・子育て支援勘定及び労働保険特別会計の雇用勘定（育児休業給付関係）を

統合し、子ども・子育て支援特別会計を創設する。 

 

ウ．子ども・子育て支援金制度の創設 
 

①国はア.（ア）①②、（イ）②、（ウ）①②に必要な費用に充てるため、医療保険者か

ら子ども・子育て支援納付金を徴収することとし、額の算定方法、徴収の方法、社会

保険診療報酬支払基金による徴収事務等を定める。 

②医療保険者が被保険者等から徴収する保険料に納付金の納付に要する費用（子ども・

子育て支援金）を含めることとし、医療保険制度の取扱いを踏まえた被保険者等への

賦課・徴収の方法、国民健康保険等における低所得者軽減措置等を定める。 

③歳出改革と賃上げによって実質的な社会保険負担軽減の効果を生じさせ、その範囲内

で、令和８年度から令和10年度にかけて段階的に導入し、各年度の納付金総額を定

める。 

④令和６年度から令和10年度までの各年度に限り、ア.（ア）①②、（イ）②、（ウ）①

②に必要な費用に充てるため、子ども・子育て支援特例公債を発行できること等とす

る。 
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（３）子ども・子育て支援法に基づく基本指針の改正（案） 

令和４年６月に「児童福祉法等の一部を改正する法律」が成立したことにより、市

町村におけるこども家庭センターの設置の努力義務化や子育て家庭への支援の充実

等、基本指針の規定が改正されるとともに、その他所要の規定の整備が行われまし

た。 

①家庭支援事業（子育て世帯訪問支援事業等）の新設・拡充及び利用勧奨・措置に関

する事項の追加 

基本指針に新設した事業の位置づけ等を行うとともに、市町村子ども・子育て支援

事業計画において、家庭支援事業の量の見込み（事業需要量）を設定する際には、

利用勧奨・措置による提供も勘案の上、設定すること等を規定。 

②こども家庭センター及び地域子育て相談機関に関する事項の追加 

市町村子ども・子育て支援事業計画の任意記載事項として、こども家庭センターと

地域子育て相談機関の設置に努めることや、これら機関の連携を図ること等を規定。 

③こどもの権利擁護に関する事項の追加 

都道府県子ども・子育て支援事業計画の基本的記載事項として、①児童相談所等が

適切に意見聴取等措置をとること、②都道府県が意見表明等の支援やこども権利擁

護に向けた必要な環境の整備を行うことについて規定。 

④その他所要の改正 

基本指針に規定している計画の更新等を踏まえ所要の改正を行う。  
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家庭支援事業 
 
家庭支援事業とは、子育てに困難を抱える家庭に対する支援を拡充していくために、

新たに創設された「子育て世帯訪問支援事業」、「児童育成支援拠点事業」、「親子関

係形成支援事業」の新規3事業に、既存の「子育て短期支援事業」、「養育支援訪問事

業」、「一時預かり事業」を加えた６事業の総称です。 

家庭支援事業のうち、新規3事業の概要は以下のとおりです。 

子育て世帯訪問支援事業（訪問による生活の支援） 

・対象：要支援児童、要保護児童及びその保護者、特定妊婦等 

（支援を要するヤングケアラー含む） 

・内容：訪問し、子育てに関する情報の提供、家事・養育に関する助言等を行う 

    例）調理、掃除等の家事、子どもの送迎、子育ての助言 等 

 

児童育成支援拠点事業（学校や家以外の子どもの居場所支援） 

・対象：養育環境等の課題（虐待リスクが高い、不登校等）を抱える主に学齢期の児童 

・内容：児童の居場所となる拠点を開設し、児童の生活の場を与えるとともに児童や 

保護者への相談等を行う 

    例）居場所の提供、食事の提供、生活リズム・メンタルの調整、学習支援、 

関係機関との調整 等 

 

親子関係形成支援事業（親子関係の構築に向けた支援） 

・対象：要支援児童、要保護児童及びその保護者、特定妊婦等を対象 

・内容：親子間の適切な関係性の構築を目的とし、子どもの発達の状況等に応じた支援

を行う 

    例）講義・グループワーク・ロールプレイ等の手法で子どもとの関わり方等を 

学ぶ（ペアレントトレーニング） 等 
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こども家庭センター 
 
こども家庭センターは、すべての妊産婦、子育て世帯、子どもを対象とする包括的

な総合窓口であり、妊産婦や乳幼児の相談等に対応する子育て世代包括支援センタ

ー（母子保健）と、家庭児童相談等に対応する子ども家庭総合支援拠点（児童福祉）

を統合した機関です。 

こども家庭センターの事業内容 

①子育てワンストップ支援 

支援を必要とする妊産婦や子育て世帯、18歳までの子どもを対象に、切れ目のな

い包括的な支援を提供。 

②相談業務の充実 

包括的な支援のための統括支援員、児童虐待に対応する虐待対応専門員、DV等の

家庭相談に対応する女性相談支援員を配置し、専門的な支援を提供。 

③支援体制の連携・協働 

児童福祉施設、教育機関・教育委員会、障がい児支援機関、子ども食堂等の関係機

関と連携し、複雑・多様化する問題や個々の家庭に応じた支援を行う。 

④地域子育て相談機関の整備 

中学校区を目安に、既存の児童福祉施設等を「地域子育て相談機関」とし、妊産婦、

子育て世帯、子どもが気軽に相談できる身近な窓口を設置。 

■こども家庭センター体系図 
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６ 計画の策定体制と市民意見の反映 

本市では、本計画を策定するにあたり、ニーズ調査やパブリックコメントを実施し、

広く市民意見を聴取しました。さらには、幅広く市民の意見を反映させる場として

「塩竈市子ども・子育て会議」を開催し、計画策定に必要な各検討課題に対して審

議を行い、必要に応じて市民意見を計画書に反映するように努め、策定しました。 

■計画の策定体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７ 県や近隣市町村との連携 

子ども・子育て支援事業のニーズ量の設定や確保策の検討にあたっては、庁内の関

係部署が県や近隣市町村と協議・調整を行いながら、市民の必要なニーズに対応で

きるよう相互に連携を図りました。また、近隣市町村間の連携を図る上では、必要

に応じて県が広域調整を行うこととなっていることから、恒常的な情報交換と必要

な支援を受けるなど、県との連携を図りました。 

子ども・子育て支援の実施については、市民が希望するサービスを利用できるよう、

地域の資源を有効に活用し、地域の実情に応じた市町村域を超えたサービスの利用

や、個々のサービスの特性に留意する必要があるため、近隣市町村や保育事業者等

との連携と協働に努めました。 
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第２章 子ども・子育て支援の現状と課題 

１ 本市における人口と子ども人口の状況 

（１）人口と子どもの人口の推移 

本市の総人口は減少し続けており、３階級別人口をみると、生産年齢人口（15～

64歳）、年少人口（０～14歳）は減少しています。老年人口（65歳以上）は令和４

年までは増加していましたが、令和５年以降は減少に転じています。 

【図表１】３階級別人口の推移 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：住民基本台帳（各年３月 31 日） 

 

子ども人口（就学前児童及び小学生）の減少割合は、総人口の減少割合よりも大き

いことから、総人口に対する児童（０～11歳）の割合は低下を続け、令和６年３月

末には7.7％となっています。 

【図表２】子ども人口の推移 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※児童（0～11 歳）の割合は総人口に占める児童の割合 
 

資料：住民基本台帳（各年３月 31 日）  
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さらに就学前児童（０～５歳）の１歳ごとの人口推移をみると、平成2７年から令

和６年3月末にかけて全体で397人（18.9％減）減少しています。令和２年以降、

急速に0～5歳児人口の減少が進んでいます。 

【図表３】０～５歳児の人口推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：住民基本台帳（各年３月 31 日） 

 

（２）合計特殊出生率と出生数の推移 

本市の合計特殊出生率は、平成26年以降、全国・県より低い水準で推移していま

す。 

【図表４】合計特殊出生率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
資料：宮城県の人口動態調査 
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本市の出生数は、減少傾向にあります。特に、平成30年以降は300人を割り込ん

だ状態で推移しています。また、出生率を全国・県と比較するといずれの年も両者

を下回っています。 

【図表５】出生数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：人口動態統計調査 
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２ 子育て世帯の状況 

（１）子育て世帯の推移 

平成22年から令和２年までの子育て世帯の推移をみると、一般世帯は増加傾向に

あり、６歳未満親族のいる世帯、18歳未満親族のいる世帯はともに減少しています。 

【図表６】子育て世帯（18歳未満の子どもがいる世帯）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

 

 

また、ひとり親世帯の推移をみると、男親と子どもから成る世帯、女親と子どもか

ら成る世帯はともに増加しています。 

【図表７】ひとり親世帯の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 
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（２）子どもと家族の状況 

子どもの人数については、就学前児童・小学生の保護者いずれも「2人」

（42.4％・42.3％）が最も高く、次いで「１人」（34.1％・30.2％）、「３人」

（16.8％・20.4％）となっています。 

小学生の保護者では「１人」と回答した方が前回調査時（17.0％）より13.2ポイ

ント増加しました。 

【図表８】子どもの人数 
 

《就学前児童》 

 

 

 

 

 

 

 

 

《小学生》 

 

 

 

 

 

 

 

資料：子ども・子育て支援事業に関するニーズ調査 
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0.4
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0.3
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子育てに日常的に関わっている方については、「母親」（91.5％）が最も高く、次

いで「父親」（61.7％）、「保育所」（39.3％）となっていました。 

【図表９】子育てに日常的に関わっている方（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

子をみてもらえる親族・知人については、「緊急時もしくは用事の際には祖父母等

の親族にみてもらえる」（60.4％）が最も高く、次いで「日常的に祖父母等の親族に

みてもらえる」（29.6％）、「いずれもいない」（12.1％）となっていました。 

就学前児童の保護者の多くは、前回調査時と同様に、日常において、また緊急時や

用事の際に、親族や友人・知人に子どもをみてもらえる状況となっていました。一

方で、「誰にも子どもをみてもらえない方」、もしくは、「子どもをみてもらえる状況

にない方」が12.1％となっており、家庭区分別にみると、母子家庭では8.5％とな

っていました。 

【図表 10】子をみてもらえる親族や友人・知人の状況（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：子ども・子育て支援事業に関するニーズ調査  
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令和５年度 1,131 60.4 29.6 12.1 5.0 0.7 3.4
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355 62.0 27.9 14.6 2.8 0.3 2.3

756 59.4 30.8 11.0 5.8 0.9 3.8

ひとり親家庭 114 46.5 49.1 7.9 6.1 0.9 6.1

母子家庭 106 48.1 49.1 8.5 5.7 0.9 5.7
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３ 保護者の就労・育児休業制度利用の状況 

（１）就業率の推移 

本市の15歳以上の就業率をみると、平成22年まで男女ともに就業率は低下してい

ますが、平成27年以降は男女ともに上昇しています。就業率が上がっている要因と

して、65歳以上の就業者が男女ともに増加していることに加え、65歳未満の女性の

就業率が上昇していることが考えられます。 

【図表 11】男女別就業率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

 

女性の年齢別労働力率をみると、結婚前と子どもの育児（子育て）期間終了後に上

昇するＭ字カーブは、平成22年、平成27年では25～29歳と45～49歳、令和２年

では25～29歳と40～44歳がピークとなっています。結婚時期や子どもの育児（子

育て）期間の就業状況があまり変化していないことがうかがえます。 

【図表 12】女性の年齢別労働力率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査  
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9.0
7.1

3.3
1.6

0%

25%

50%

75%

100%

15

｜

19

歳

20

｜

24

歳

25

｜

29

歳

30

｜

34

歳

35

｜

39

歳

40

｜

44

歳

45

｜

49

歳

50

｜

54

歳

55

｜

59

歳

60

｜

64

歳

65

｜

69

歳

70

｜

74

歳

75

｜

79

歳

80

｜

84

歳

85

歳

以

上

令和２年

平成27年

平成22年
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（２）母親の就労状況 

母親の就労状況については、就学前児童・小学生の保護者いずれも「フルタイムで

就労しており、産休・育休・介護休業中ではない」（33.4％・45.9％）が最も高く、

次いで「パート・アルバイト等で就労しており、産休・育休・介護休業中ではない」

（31.6％・36.0％）、「以前は就労していたが、現在は就労していない」（20.8％・

13.5％）となっていました。 

前回調査時（就学前児童：69.7％、小学生：78.6％）と比べ、働いている母親の

割合が高くなっていました。 

【図表 13】母親の就労状況 
 

《就学前児童》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：子ども・子育て支援事業に関するニーズ調査 

  

令和５年度 n = 1,123

平成30年度 n = 1,085

０～２歳 n = 353

３～５歳 n = 751

ひとり親家庭 n = 106

母子家庭 n = 106

父子家庭 -

夫婦家庭（共働き） n = 742

夫婦家庭（非共働き）n = 243

経
年
比
較

年
齢
別

家
庭
区
分
別

33.4

29.1

34.0

33.4

50.9

50.9

-

41.9

1.2

8.0

7.8

17.0

3.7

3.8

3.8

-

11.2

-

31.6

30.7

20.1

36.9

30.2

30.2

-

42.2

0.8

3.3

2.1

5.1

2.3

1.9

1.9

-

4.7

-

20.8

27.6

22.4

20.2

12.3

12.3

-

-

89.7

1.9

2.3

0.8

2.3

-

-

-

-

8.2

1.0

0.3

0.6

1.2

0.9

0.9

-

-

-

フルタイムで就労しており、産休・育休・介護休業中ではない

フルタイムで就労しているが、産休・育休・介護休業中である

パート・アルバイト等で就労しており、産休・育休・介護休業中ではない

パート・アルバイト等で就労しているが、産休・育休・介護休業中である

以前は就労していたが、現在は就労していない

これまで就労したことがない

無回答
（%）
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《小学生》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：子ども・子育て支援事業に関するニーズ調査 

  

令和５年度 n = 942

平成30年度 n = 908

小学１～３年生 n = 434

小学４～６年生 n = 470

ひとり親家庭 n = 128

母子家庭 n = 128

父子家庭 -

夫婦家庭（共働き） n = 628

夫婦家庭（非共働き）n = 128

経
年
比
較

学
年
別

家
庭
区
分
別

45.9

39.8

42.4

48.9

69.5

69.5

-

51.9

1.6

0.7

0.2

1.2

0.2

0.8

0.8

-

1.0

-

36.0

38.3

38.5

34.7

20.3

20.3

-

46.7

0.8

0.4

0.3

0.2

0.4

0.8

0.8

-

0.5

-

13.5

15.6

13.8

12.8

4.7

4.7

-

-

89.8

1.4

2.1

1.8

0.9

1.6

1.6

-

-

7.8

2.1

3.6

2.1

2.1

2.3

2.3

-

-

-

フルタイムで就労しており、産休・育休・介護休業中ではない

フルタイムで就労しているが、産休・育休・介護休業中である

パート・アルバイト等で就労しており、産休・育休・介護休業中ではない

パート・アルバイト等で就労しているが、産休・育休・介護休業中である

以前は就労していたが、現在は就労していない

これまで就労したことがない

無回答
（%）
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母親の１週当たりの就労日数については、就学前児童・小学生の保護者いずれも

「５日」（66.9％・65.1％）が最も高く、次いで「４日」（15.8％・16.5％）、「６

日以上」（11.4％・11.3％）となっていました。 

【図表 14】母親の就労日数 
 

《就学前児童》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《小学生》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：子ども・子育て支援事業に関するニーズ調査 

  

令和５年度 n = 857

平成30年度 n = 757

０～２歳 n = 269

３～５歳 n = 573

ひとり親家庭 n = 92

母子家庭 n = 92

父子家庭 -

夫婦家庭（共働き） n = 742

夫婦家庭（非共働き）n = 5

経
年
比
較

年
齢
別

家
庭
区
分
別

0.7

0.5

0.4

0.9

-

-

-

0.8

-

0.8

2.6

0.4

1.0

-

-

-

0.9

-

4.0

4.4

2.2

4.7

1.1

1.1

-

4.3

-

15.8

12.7

10.0

18.2

8.7

8.7

-

16.6

-

66.9

64.1

73.2

64.7

72.8

72.8

-

66.4

80.0

11.4

13.1

13.4

9.9

16.3

16.3

-

10.5

20.0

0.5

2.6

0.4

0.5

1.1

1.1

-

0.4

-

１日 ２日 ３日 ４日 ５日 ６日以上 無回答

（%）

令和５年度 n = 782

平成30年度 n = 714

小学１～３年生 n = 357

小学４～６年生 n = 396

ひとり親家庭 n = 117

母子家庭 n = 117

父子家庭 -

夫婦家庭（共働き） n = 628

夫婦家庭（非共働き）n = 3

経
年
比
較

学
年
別

家
庭
区
分
別

0.6

1.0

0.3

1.0

-

-

-

0.8

-

1.5

2.5

2.2

0.8

0.9

0.9

-

1.6

-

4.7

4.5

4.5

5.3

1.7

1.7

-

5.3

-

16.5

12.9

16.8

16.7

6.0

6.0

-

18.0

-

65.1

63.7

66.4

63.4

76.9

76.9

-

63.5

100.0

11.3

14.7

9.8

12.6

14.5

14.5

-

10.5

-

0.3

0.7

-

0.3

-

-

-

0.3

-

１日 ２日 ３日 ４日 ５日 ６日以上 無回答

（%）
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母親の家を出る時間については、就学前児童・小学生の保護者いずれも「８時台」

（37.9％・38.6％）が最も高く、次いで「７時台」（33.6％・34.0％）、「９時台」

（ともに11.6％）となっていました。 

【図表 15】母親の家を出る時間 
 

《就学前児童》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《小学生》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：子ども・子育て支援事業に関するニーズ調査 

  

令和５年度 n = 857

平成30年度 n = 757

０～２歳 n = 269

３～５歳 n = 573

ひとり親家庭 n = 92

母子家庭 n = 92

父子家庭 -

夫婦家庭（共働き） n = 742

夫婦家庭（非共働き）n = 5

経
年
比
較

年
齢
別

家
庭
区
分
別

0.9

1.3

0.7

1.0

1.1

1.1

-

0.9

-

2.2

3.2

2.6

2.1

-

-

-

2.4

-

33.6

34.1

42.0

29.7

35.9

35.9

-

33.0

60.0

37.9

36.7

33.1

40.1

35.9

35.9

-

38.1

20.0

11.6

10.2

11.2

11.7

14.1

14.1

-

11.5

20.0

3.2

5.4

3.3

3.0

3.3

3.3

-

3.1

-

10.6

9.1

7.1

12.4

9.8

9.8

-

10.9

-

６時以前 ６時台 ７時台 ８時台 ９時台 １０時以降 無回答

（%）

令和５年度 n = 782

平成30年度 n = 714

小学１～３年生 n = 357

小学４～６年生 n = 396

ひとり親家庭 n = 117

母子家庭 n = 117

父子家庭 -

夫婦家庭（共働き） n = 628

夫婦家庭（非共働き）n = 3

経
年
比
較

学
年
別

家
庭
区
分
別

0.3

0.7

0.3

-

-

-

-

0.3

-

2.4

3.6

2.8

2.3

3.4

3.4

-

2.4

-

34.0

30.5

30.8

36.6

35.9

35.9

-

33.4

66.7

38.6

40.5

38.9

38.1

40.2

40.2

-

38.5

-

11.6

11.9

14.0

10.1

6.8

6.8

-

12.7

-

4.2

7.6

5.0

3.3

3.4

3.4

-

4.0

33.3

8.8

5.2

8.1

9.6

10.3

10.3

-

8.6

-

６時以前 ６時台 ７時台 ８時台 ９時台 １０時以降 無回答

（%）
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母親の帰宅時間については、就学前児童・小学生の保護者いずれも「１８～１９時

台」（41.2％・37.7％）が最も高く、次いで「１６～１７時台」（32.8％・

29.0％）、「１２～１５時台」（12.1％・19.2％）となっていました。 

【図表 16】母親の帰宅時間 
 

《就学前児童》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《小学生》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：子ども・子育て支援事業に関するニーズ調査 

  

令和５年度 n = 857

平成30年度 n = 757

０～２歳 n = 269

３～５歳 n = 573

ひとり親家庭 n = 92

母子家庭 n = 92

父子家庭 -

夫婦家庭（共働き） n = 742

夫婦家庭（非共働き）n = 5

経
年
比
較

年
齢
別

家
庭
区
分
別

0.4

3.8

0.7

0.2

-

-

-

0.4

-

12.1

15.6

8.2

13.6

5.4

5.4

-

12.9

20.0

32.8

29.5

30.5

34.2

31.5

31.5

-

33.0

20.0

41.2

39.0

49.8

37.0

48.9

48.9

-

39.9

60.0

2.3

2.0

2.2

2.4

4.3

4.3

-

2.2

-

0.6

1.1

1.5

0.2

-

-

-

0.7

-

10.6

9.1

7.1

12.4

9.8

9.8

-

10.9

-

１２時以前 １２～１５時台 １６～１７時台 １８～１９時台

２０～２１時台 ２２時以降 無回答

（%）

令和５年度 n = 782

平成30年度 n = 714

小学１～３年生 n = 357

小学４～６年生 n = 396

ひとり親家庭 n = 117

母子家庭 n = 117

父子家庭 -

夫婦家庭（共働き） n = 628

夫婦家庭（非共働き）n = 3

経
年
比
較

学
年
別

家
庭
区
分
別

0.3

6.3

0.6

-

0.9

0.9

-

0.2

-

19.2

18.1

19.3

19.7

4.3

4.3

-

21.0

33.3

29.0

30.4

30.5

27.3

26.5

26.5

-

29.8

-

37.7

35.2

37.5

37.9

52.1

52.1

-

35.7

33.3

3.8

3.8

2.8

4.5

5.1

5.1

-

3.7

33.3

1.2

1.1

1.1

1.0

0.9

0.9

-

1.1

-

8.8

5.2

8.1

9.6

10.3

10.3

-

8.6

-

１２時以前 １２～１５時台 １６～１７時台 １８～１９時台

２０～２１時台 ２２時以降 無回答

（%）
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現在就労していない母親の就労希望については、就学前児童の保護者では「すぐに

でも、もしくは１年以内に就労したい」（31.0％）が最も高く、次いで「１年より先、

一番下の子どもが□□歳になったころに就労したい」（30.2％）、「子育てや家事など

に専念したい（就労の予定はない）」（20.0％）となっていました。 

【図表 17】現在就労していない母親の就労希望 
 

《就学前児童》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：子ども・子育て支援事業に関するニーズ調査 

 

 

  

令和５年度 n = 255

平成30年度 n = 325

０～２歳 n = 82

３～５歳 n = 169

ひとり親家庭 n = 13

母子家庭 n = 13

父子家庭 -

夫婦家庭（共働き） -

夫婦家庭（非共働き）n = 238

経
年
比
較

年
齢
別

家
庭
区
分
別

20.0

17.2

17.1

21.3

7.7

7.7

-

-

21.0

30.2

38.5

39.0

26.6

-

-

-

-

31.5

31.0

32.3

29.3

31.4

69.2

69.2

-

-

29.0

18.8

12.0

14.6

20.7

23.1

23.1

-

-

18.5

子育てや家事などに専念したい（就労の予定はない）

１年より先、一番下の子どもが□□歳になったころに就労したい

すぐにでも、もしくは１年以内に就労したい

無回答
（%）
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小学生の保護者では「すぐにでも、もしくは１年以内に就労したい」（45.0％）が

最も高く、次いで「子育てや家事などに専念したい（就労の予定はない）」（26.4％）、

「１年より先、一番下の子どもが□□歳になったころに就労したい」（12.9％）とな

っていました。 

【図表 18】現在就労していない母親の就労希望 

 

《小学生》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：子ども・子育て支援事業に関するニーズ調査 

  

令和５年度 n = 140

平成30年度 n = 161

小学１～３年生 n = 68

小学４～６年生 n = 64

ひとり親家庭 n = 8

母子家庭 n = 8

父子家庭 -

夫婦家庭（共働き） -

夫婦家庭（非共働き）n = 125

経
年
比
較

学
年
別

家
庭
区
分
別

26.4

26.1

29.4

23.4

12.5

12.5

-

-

27.2

12.9

12.4

20.6

6.3

-

-

-

-

12.8

45.0

48.4

39.7

51.6

50.0

50.0

-

-

45.6

15.7

13.0

10.3

18.8

37.5

37.5

-

-

14.4

子育てや家事などに専念したい

１年より先、一番下の子どもが□□歳になったころに就労したい

すぐにでも、もしくは１年以内に就労したい

無回答
（%）
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（３）父親の就労状況 

父親の就労状況をみると、就学前児童・小学生の保護者いずれも「フルタイムで就

労しており、育休・介護休業中ではない」（95.2％・92.4％）が最も高くなってい

ました。 

小学生の保護者では「フルタイムで就労しており、育休・介護休業中ではない」と

回答した方が前回調査時（77.8％）より14.6ポイント増加しました。 

【図表 19】父親の就労状況 
 

《就学前児童》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：子ども・子育て支援事業に関するニーズ調査 

 

 

 

  

令和５年度 n = 1,025

平成30年度 n = 1,085

０～２歳 n = 320

３～５歳 n = 686

ひとり親家庭 n = 8

母子家庭 -

父子家庭 n = 8

夫婦家庭（共働き） n = 742

夫婦家庭（非共働き）n = 243

経
年
比
較

年
齢
別

家
庭
区
分
別

95.2

86.5

96.3

94.9

62.5

-

62.5

98.5

95.9

1.2

0.3

1.9

0.9

25.0

-

25.0

0.9

1.2

0.4

0.3

-

0.6

-

-

-

0.5

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

0.9

0.6

0.3

0.9

12.5

-

12.5

-

2.9

-

-

-

-

-

-

-

-

-

2.3

12.4

1.6

2.8

-

-

-

-

-

フルタイムで就労しており、育休・介護休業中ではない

フルタイムで就労しているが、育休・介護休業中である

パート・アルバイト等で就労しており、育休・介護休業中ではない

パート・アルバイト等で就労しているが、育休・介護休業中である

以前は就労していたが、現在は就労していない

これまで就労したことがない

無回答
（%）
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《小学生》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：子ども・子育て支援事業に関するニーズ調査 

 

 

  

令和５年度 n = 819

平成30年度 n = 908

小学１～３年生 n = 370

小学４～６年生 n = 417

ひとり親家庭 n = 5

母子家庭 -

父子家庭 n = 5

夫婦家庭（共働き） n = 628

夫婦家庭（非共働き）n = 128

経
年
比
較

学
年
別

家
庭
区
分
別

92.4

77.8

92.7

92.3

80.0

-

80.0

99.0

95.3

0.1

0.1

-

0.2

-

-

-

0.2

-

0.6

0.4

1.1

0.2

-

-

-

0.8

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

0.7

1.3

0.8

0.7

-

-

-

-

4.7

-

-

-

-

-

-

-

-

-

6.1

20.4

5.4

6.5

20.0

-

20.0

-

-

フルタイムで就労しており、育休・介護休業中ではない

フルタイムで就労しているが、育休・介護休業中である

パート・アルバイト等で就労しており、育休・介護休業中ではない

パート・アルバイト等で就労しているが、育休・介護休業中である

以前は就労していたが、現在は就労していない

これまで就労したことがない

無回答
（%）
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（４）育児休業制度・短時間勤務制度利用の状況 

母親の育児休業制度の取得状況については、「育児休業を取得した（取得中である）

方」（48.9％）が、前回調査時（37.4％）より11.5ポイント増加しました。 

【図表 20】母親の育児休業制度の取得状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：子ども・子育て支援事業に関するニーズ調査 

 

  

令和５年度 n = 1,131

平成30年度 n = 1,085

０～２歳 n = 355

３～５歳 n = 756

ひとり親家庭 n = 114

母子家庭 n = 106

父子家庭 n = 8

夫婦家庭（共働き） n = 742

夫婦家庭（非共働き）n = 243

経
年
比
較

年
齢
別

家
庭
区
分
別

33.7

46.1

29.0

36.2

46.5

48.1

25.0

19.8

71.2

48.9

37.4

60.0

43.8

37.7

38.7

25.0

63.7

9.9

11.4

13.5

9.6

12.0

7.9

8.5

-

11.1

14.0

6.0

3.0

1.4

7.9

7.9

4.7

50.0

5.4

4.9

働いていなかった 取得した（取得中である） 取得していない 無回答

（%）
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父親の育児休業制度の取得状況については、「育児休業を取得していない方」

（74.7％）が最も高くなっていました。 

【図表 21】父親の育児休業制度の取得状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

父親の育児休業を取得していない理由では、「仕事が忙しかったため」（43.8％）

が、前回調査時（26.7％）から17.1ポイント増となりました。また、「職場に育児

休業を取りにくい雰囲気があったため」（37.6％）が14.5ポイント増となりました。 

【図表 22】父親の育児休業を取得していない理由（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：子ども・子育て支援事業に関するニーズ調査  

令和５年度 n = 1,131

平成30年度 n = 1,085

０～２歳 n = 355

３～５歳 n = 756

ひとり親家庭 n = 114

母子家庭 n = 106

父子家庭 n = 8

夫婦家庭（共働き） n = 742

夫婦家庭（非共働き）n = 243

経
年
比
較

年
齢
別

家
庭
区
分
別

0.9

0.6

2.0

0.4

0.9

-

12.5

0.9

0.8

8.5

1.4

13.2

6.1

5.3

4.7

12.5

8.5

10.7

74.7

82.9

73.5

75.4

31.6

28.3

75.0

80.6

79.0

15.9

15.2

11.3

18.1

62.3

67.0

-

10.0

9.5

働いていなかった 取得した（取得中である） 取得していない 無回答

（%）

(%)

ｎ

仕
事
が
忙
し
か
っ

た
た
め

職
場
に
育
児
休
業
を
取
り
に
く
い

雰
囲
気
が
あ
っ

た
た
め

収
入
減
と
な
り
、

経
済
的
に
苦
し

く
な
る
た
め

配
偶
者
が
育
児
休
業
制
度
を
利
用

し
た
た
め

制
度
を
利
用
す
る
必
要
が
な
か
っ

た
た
め

職
場
に
育
児
休
業
の
制
度
が
な

か
っ

た
た
め

昇
給
・
昇
格
な
ど
が
遅
れ
そ
う

だ
っ

た
た
め

仕
事
に
戻
る
の
が
難
し
そ
う
だ
っ

た
た
め

保
育
所
な
ど
に
預
け
る
こ
と
が
で

き
た
た
め

育
児
休
業
を
取
得
で
き
る
こ
と
を

知
ら
な
か
っ

た
た
め

仕
事
に
早
く
復
帰
し
た
か
っ

た
た

め 子
育
て
や
家
事
に
専
念
す
る
た
め

退
職
し
た
た
め

有
期
雇
用
の
た
め
育
児
休
業
の
取

得
要
件
を
満
た
さ
な
か
っ

た
た
め

産
前
産
後
の
休
暇
を
取
得
で
き
る

こ
と
を
知
ら
ず
、

退
職
し
た
た
め

そ
の
他

無
回
答

令和５年度 845 43.8 37.6 34.6 29.9 24.6 12.1 5.2 3.2 1.7 1.3 0.6 0.5 0.2 0.2 16.4 3.9

899 26.7 23.1 23.7 13.9 27.6 7.1 3.6 2.2 0.7 2.3 - - 0.3 0.1 3.8 34.6

261 46.7 41.0 39.8 32.2 18.0 12.6 8.0 3.4 0.8 1.5 - - 0.4 0.4 17.2 2.3

570 42.3 36.1 31.9 28.4 27.7 11.6 4.0 3.0 2.1 1.2 0.9 0.5 0.2 0.2 16.1 4.6

ひとり親家庭 36 44.4 33.3 25.0 22.2 19.4 - 2.8 5.6 - 2.8 - - 2.8 - 30.6 5.6

母子家庭 30 43.3 30.0 26.7 26.7 16.7 - - - - - - - 3.3 - 33.3 6.7

父子家庭 6 50.0 50.0 16.7 - 33.3 - 16.7 33.3 - 16.7 - - - - 16.7 -

598 44.8 40.0 37.1 37.8 18.1 11.7 5.0 3.7 2.2 1.3 0.8 0.7 0.2 0.2 15.2 4.2

192 42.2 32.3 27.6 6.8 44.8 15.1 6.3 1.6 - 0.5 - - - 0.5 17.7 3.1

家

庭

区

分

別 夫婦家庭（共働き）

夫婦家庭（非共働き）

経

年

比

較 平成30年度

年

齢

別

０～２歳

３～５歳
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母親の育児休業取得後の短時間勤務制度の利用状況については、「利用した」

（41.3％）が、前回調査時（36.8％）からやや増加しているものの、25.8％の方

が「利用したかったが、利用しなかった（利用できなかった）」と回答しました。 

【図表 23】母親の育児休業取得後の短時間勤務制度の利用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

母親の短時間勤務制度を利用できなかった理由については、「短時間勤務にすると

給与が減額されるため」「職場に短時間勤務制度を取りにくい雰囲気があったため」

「仕事が忙しかったため」が多くなっていました。特に「短時間勤務にすると給与

が減額されるため」は前回調査時（37.6％）から23.4ポイント増となりました。 

【図表 24】母親の短時間勤務制度を利用できなかった理由（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：子ども・子育て支援事業に関するニーズ調査  

令和５年度 n = 407

平成30年度 n = 288

０～２歳 n = 140

３～５歳 n = 262

ひとり親家庭 n = 34

母子家庭 n = 32

父子家庭 n = 2

夫婦家庭（共働き） n = 350

夫婦家庭（非共働き）n = 13

経
年
比
較

年
齢
別

家
庭
区
分
別

30.0

28.1

33.6

28.2

38.2

37.5

50.0

30.0

15.4

41.3

36.8

40.0

42.4

47.1

46.9

50.0

40.0

53.8

25.8

32.3

22.9

26.7

8.8

9.4

-

27.1

30.8

2.9

2.8

3.6

2.7

5.9

6.3

-

2.9

-

利用する必要がなかった

利用した

利用したかったが、利用しなかった（利用できなかった）

無回答
（%）

(%)

ｎ

短
時
間
勤
務
に
す
る
と
給
与
が
減

額
さ
れ
る
た
め

職
場
に
短
時
間
勤
務
制
度
を
取
り

に
く
い
雰
囲
気
が
あ
っ

た
た
め

仕
事
が
忙
し
か
っ

た
た
め

職
場
に
短
時
間
勤
務
制
度
が
な

か
っ

た
た
め

短

時

間

勤

務

に

す

る

と

保

育

所

の

入

所

申

請

の

優

先

順

位

が

下

が

る

た

め

短
時
間
勤
務
制
度
を
利
用
で
き
る

こ
と
を
知
ら
な
か
っ

た
た
め

子
ど
も
を
み
て
く
れ
る
人
が
い
た

た
め

配
偶
者
が
育
児
休
業
制
度
や
短
時

間
勤
務
制
度
を
利
用
し
た
た
め

子
育
て
や
家
事
に
専
念
す
る
た
め

退
職
し
た
た
め

そ
の
他

無
回
答

令和５年度 105 61.0 47.6 42.9 19.0 11.4 4.8 3.8 - - 6.7 2.9

93 37.6 55.9 49.5 14.0 5.4 10.8 5.4 1.1 - 9.7 4.3

32 65.6 46.9 34.4 9.4 12.5 3.1 - - - 9.4 3.1

70 58.6 47.1 47.1 22.9 10.0 5.7 5.7 - - 5.7 2.9

ひとり親家庭 3 100.0 33.3 33.3 - - - - - - - -

母子家庭 3 100.0 33.3 33.3 - - - - - - - -

父子家庭 - - - - - - - - - - - -

95 61.1 47.4 44.2 21.1 12.6 5.3 4.2 - - 5.3 3.2

4 - 50.0 - - - - - - - 50.0 -

家

庭

区

分

別 夫婦家庭（共働き）

夫婦家庭（非共働き）

経

年

比

較 平成30年度

年

齢

別

０～２歳

３～５歳
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父親の育児休業取得後の短時間勤務制度の利用状況については、26.7％の方が

「利用したかったが、利用しなかった（利用できなかった）」と回答しました。 

【図表 25】父親の育児休業取得後の短時間勤務制度の利用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

父親の短時間勤務制度を利用できなかった理由については、「短時間勤務にすると

給与が減額されるため」「職場に短時間勤務制度を取りにくい雰囲気があったため」

「仕事が忙しかったため」が多くなっていました。特に「短時間勤務にすると給与

が減額されるため」は前回調査時（33.3％）から23.2ポイント増となりました。 

【図表 26】父親の短時間勤務制度を利用できなかった理由（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：子ども・子育て支援事業に関するニーズ調査  

令和５年度 n = 86

平成30年度 n = 15

０～２歳 n = 45

３～５歳 n = 39

ひとり親家庭 n = 5

母子家庭 n = 4

父子家庭 n = 1

夫婦家庭（共働き） n = 58

夫婦家庭（非共働き）n = 22

経
年
比
較

年
齢
別

家
庭
区
分
別

52.3

26.7

51.1

53.8

-

-

-

53.4

63.6

3.5

6.7

2.2

5.1

-

-

-

3.4

4.5

26.7

20.0

31.1

20.5

20.0

25.0

-

29.3

18.2

17.4

46.7

15.6

20.5

80.0

75.0

100.0

13.8

13.6

利用する必要がなかった

利用した

利用したかったが、利用しなかった（利用できなかった）

無回答
（%）

(%)

ｎ

短
時
間
勤
務
に
す
る
と
給
与
が
減

額
さ
れ
る
た
め

職
場
に
短
時
間
勤
務
制
度
を
取
り

に
く
い
雰
囲
気
が
あ
っ

た
た
め

仕
事
が
忙
し
か
っ

た
た
め

職
場
に
短
時
間
勤
務
制
度
が
な

か
っ

た
た
め

配
偶
者
が
育
児
休
業
制
度
や
短
時

間
勤
務
制
度
を
利
用
し
た
た
め

短

時

間

勤

務

に

す

る

と

保

育

所

の

入

所

申

請

の

優

先

順

位

が

下

が

る

た

め

子
ど
も
を
み
て
く
れ
る
人
が
い
た

た
め

短
時
間
勤
務
制
度
を
利
用
で
き
る

こ
と
を
知
ら
な
か
っ

た
た
め

子
育
て
や
家
事
に
専
念
す
る
た
め

退
職
し
た
た
め

そ
の
他

無
回
答

令和５年度 23 56.5 39.1 39.1 13.0 8.7 4.3 4.3 4.3 - 4.3 4.3

3 33.3 33.3 33.3 33.3 33.3 - - - - 33.3 -

14 71.4 42.9 35.7 7.1 7.1 7.1 7.1 - - 7.1 -

8 37.5 37.5 50.0 12.5 12.5 - - 12.5 - - 12.5

ひとり親家庭 1 - 100.0 100.0 - - - - - - - -

母子家庭 1 - 100.0 100.0 - - - - - - - -

父子家庭 - - - - - - - - - - - -

17 64.7 29.4 35.3 11.8 11.8 5.9 - 5.9 - 5.9 -

4 50.0 75.0 50.0 25.0 - - 25.0 - - - -

家

庭

区

分

別 夫婦家庭（共働き）

夫婦家庭（非共働き）

経

年

比

較 平成30年度

年

齢

別

０～２歳

３～５歳
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４ 子育て支援事業の利用状況 

（１）定期的な教育・保育事業の利用状況 

定期的な教育・保育事業を利用しているのは86.8％でした。前回調査時（67.0％）

から19.8ポイント増加しました。 

【図表 27】定期的な教育・保育事業の利用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：子ども・子育て支援事業に関するニーズ調査 

  

令和５年度 n = 1,131

平成30年度 n = 1,085

０～２歳 n = 355

３～５歳 n = 756

ひとり親家庭 n = 114

母子家庭 n = 106

父子家庭 n = 8

夫婦家庭（共働き） n = 742

夫婦家庭（非共働き）n = 243

経
年
比
較

年
齢
別

家
庭
区
分
別

86.8

67.0

60.8

98.9

90.4

90.6

87.5

91.1

72.0

13.1

31.8

39.2

0.9

9.6

9.4

12.5

8.9

28.0

0.1

1.2

-

0.1

-

-

-

-

-

利用している 利用していない 無回答

（%）



塩竈市 

36 

定期的な教育・保育事業の利用状況については、「幼稚園」（49.5％）が最も高く、

次いで「認可保育所」（42.6％）となっていました。全体的には「認可保育所」

（42.6％）・「幼稚園の預かり保育」（19.1％）・「認定こども園」（6.8％）・「小規模

保育施設」（3.6％）・「事業所内保育施設」（0.9％）・「その他の認可外保育施設」

（0.7％）・「自治体の認証・認定保育施設」（0.6％）を合わせた《保育事業（認定こ

ども園を含む）》（74.3％）が最も利用されていました。 

【図表 28】定期的な教育・保育事業の利用状況（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：子ども・子育て支援事業に関するニーズ調査  

(%)

ｎ

幼
稚
園

認
可
保
育
所

幼
稚
園
の
預
か
り
保
育

認
定
こ
ど
も
園

小
規
模
保
育
施
設

事
業
所
内
保
育
施
設

そ
の
他
の
認
可
外
保
育
施
設

自
治
体
の
認
証
・
認
定
保
育

施
設

フ
ァ

ミ
リ
ー

・
サ
ポ
ー

ト
・

セ
ン
タ
ー

家
庭
的
保
育

居
宅
訪
問
型
保
育

そ
の
他

無
回
答

令和５年度 982 49.5 42.6 19.1 6.8 3.6 0.9 0.7 0.6 0.3 - - 1.7 0.4

727 41.1 50.6 10.6 0.6 2.1 1.2 1.9 0.4 0.4 - - 2.3 0.1

216 17.6 62.5 3.7 7.9 13.0 3.7 3.2 0.9 0.5 - - 0.5 0.5

748 58.4 36.8 23.5 6.7 0.9 0.1 - 0.5 0.1 - - 2.1 0.4

ひとり親家庭 103 32.0 60.2 13.6 7.8 4.9 1.0 - - 1.9 - - - 1.0

母子家庭 96 32.3 59.4 14.6 8.3 5.2 1.0 - - 1.0 - - - 1.0

父子家庭 7 28.6 71.4 - - - - - - 14.3 - - - -

676 42.0 49.1 23.7 6.8 4.4 1.2 1.0 0.6 0.1 - - 1.5 0.3

175 89.1 5.1 3.4 6.9 - - - 1.1 - - - 4.0 0.6

家

庭

区

分

別 夫婦家庭（共働き）

夫婦家庭（非共働き）

経

年

比

較 平成30年度

年

齢

別

０～２歳

３～５歳
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定期的な教育・保育事業の今後の利用希望については、「幼稚園」（57.7％）が最

も高く、次いで「認可保育所」（47.8％）、「幼稚園の預かり保育」（37.9％）となっ

ていました。 

現在の利用状況と比較すると、「幼稚園の預かり保育」が18.8ポイント増、次いで

「認定こども園」が18.3ポイント増でした。 

【図表 29】定期的な教育・保育事業の今後の利用希望（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：子ども・子育て支援事業に関するニーズ調査 

 

 

 

 

 

  

(%)

ｎ

幼
稚
園

認
可
保
育
所

幼
稚
園
の
預
か
り
保
育

認
定
こ
ど
も
園

小
規
模
保
育
施
設

フ
ァ

ミ
リ
ー

・
サ
ポ
ー

ト
・

セ
ン
タ
ー

事
業
所
内
保
育
施
設

居
宅
訪
問
型
保
育

自
治
体
の
認
証
・
認
定
保
育

施
設

家
庭
的
保
育

そ
の
他
の
認
可
外
保
育
施
設

そ
の
他

無
回
答

令和５年度 1,131 57.7 47.8 37.9 25.1 9.2 6.5 5.8 5.5 2.4 1.9 1.1 2.2 1.3

1,085 60.2 48.8 29.7 19.4 7.5 4.6 4.9 2.7 1.2 1.4 0.7 1.5 4.6

355 47.9 66.5 28.7 32.7 17.5 7.9 8.2 5.9 4.5 2.5 1.4 0.8 0.6

756 62.2 39.0 41.8 21.8 5.3 5.8 4.9 5.2 1.5 1.6 0.9 2.9 1.7

ひとり親家庭 114 43.0 64.0 32.5 20.2 8.8 4.4 8.8 6.1 4.4 2.6 0.9 0.9 2.6

母子家庭 106 43.4 64.2 34.0 20.8 9.4 3.8 9.4 6.6 4.7 2.8 0.9 0.9 2.8

父子家庭 8 37.5 62.5 12.5 12.5 - 12.5 - - - - - - -

742 52.0 54.4 38.4 27.5 10.6 6.1 6.6 5.8 2.4 1.6 1.1 2.4 1.2

243 83.1 18.9 39.5 20.6 5.8 8.2 2.5 3.3 1.2 1.2 0.8 2.1 0.8

家

庭

区

分

別 夫婦家庭（共働き）

夫婦家庭（非共働き）

経

年

比

較 平成30年度

年

齢

別

０～２歳

３～５歳
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（２）定期的な教育・保育事業の利用している理由と利用していない理由 

平日に定期的な教育・保育事業を利用している理由については、「子育て（教育を

含む）をしている方が現在就労しているため」（72.3％）が最も高く、次いで「子ど

もの教育や発達のため」（61.4％）、「子育て（教育を含む）をしている方に就労予定

がある／求職中であるため」（3.0％）となっていました。 

【図表 30】平日に定期的な教育・保育事業を利用している理由（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

平日に定期的な教育・保育事業を利用していない理由については、「子どもがまだ

小さいため」（35.1％）が最も高く、次いで「利用する必要がないため」（33.8％）、

「利用したいが、保育・教育の事業に空きがないため」（12.2％）となっていました。 

「子どもがまだ小さいため」と回答した方が前回調査時（47.8％）より12.7ポイ

ント減少しました。 

【図表 31】平日に定期的な教育・保育事業を利用していない理由（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：子ども・子育て支援事業に関するニーズ調査結果  

(%)

ｎ

子
育
て
（

教
育
を
含
む
）

を

し
て
い
る
方
が
現
在
就
労
し

て
い
る
た
め

子
ど
も
の
教
育
や
発
達
の
た

め 子
育
て
（

教
育
を
含
む
）

を

し
て
い
る
方
に
就
労
予
定
が

あ
る
／
求
職
中
で
あ
る
た
め

子
育
て
（

教
育
を
含
む
）

を

し
て
い
る
方
に
病
気
や
障
害

が
あ
る
た
め

子
育
て
（

教
育
を
含
む
）

を

し
て
い
る
方
が
家
族
・
親
族

な
ど
を
介
護
し
て
い
る
た
め

子
育
て
（

教
育
を
含
む
）

を

し
て
い
る
方
が
学
生
で
あ
る

た
め

そ
の
他

無
回
答

令和５年度 982 72.3 61.4 3.0 1.9 0.7 0.3 1.0 1.7

727 73.6 57.5 1.2 0.6 0.3 0.4 1.2 0.8

216 87.0 43.1 2.8 2.3 - - 0.9 2.8

748 68.0 66.6 2.9 1.7 0.9 0.4 0.8 1.5

ひとり親家庭 103 82.5 45.6 4.9 4.9 1.0 1.0 - 3.9

母子家庭 96 83.3 45.8 5.2 5.2 1.0 1.0 - 4.2

父子家庭 7 71.4 42.9 - - - - - -

676 88.3 55.6 1.3 0.7 0.4 0.1 1.0 1.2

175 5.1 92.6 7.4 4.6 1.1 - 1.7 2.3

経

年

比

較 平成30年度

年

齢

別

０～２歳

３～５歳

家

庭

区

分

別 夫婦家庭（共働き）

夫婦家庭（非共働き）

(%)

ｎ

子
ど
も
が
ま
だ
小
さ
い
た
め

利
用
す
る
必
要
が
な
い
た
め

利
用
し
た
い
が
、

保
育
・
教

育
の
事
業
に
空
き
が
な
い
た

め 子
ど
も
の
祖
父
母
や
親
戚
が

み
て
い
る
た
め

利
用
し
た
い
が
、

経
済
的
な

理
由
で
事
業
を
利
用
で
き
な

い
た
め

利
用
し
た
い
が
、

事
業
の
質

や
場
所
な
ど
、

納
得
で
き
る

事
業
が
な
い
た
め

利
用
し
た
い
が
、

延
長
・
夜

間
等
の
時
間
帯
の
条
件
が
合

わ
な
い
た
め

近
所
の
人
や
父
母
の
友
人
・

知
人
が
み
て
い
る
た
め

そ
の
他

無
回
答

令和５年度 148 35.1 33.8 12.2 8.8 5.4 2.0 0.7 - 21.6 2.0

345 47.8 33.3 15.9 9.9 6.4 1.4 1.4 - 15.1 0.3

139 36.7 33.8 11.5 7.9 5.8 2.2 0.7 - 20.9 1.4

7 - 28.6 14.3 28.6 - - - - 42.9 14.3

ひとり親家庭 11 9.1 9.1 9.1 36.4 9.1 - - - 54.5 9.1

母子家庭 10 10.0 10.0 10.0 40.0 10.0 - - - 60.0 -

父子家庭 1 - - - - - - - - - 100.0

66 34.8 18.2 24.2 6.1 3.0 3.0 1.5 - 22.7 3.0

68 41.2 52.9 1.5 5.9 5.9 1.5 - - 14.7 -

経

年

比

較 平成30年度

年

齢

別

０～２歳

３～５歳

家

庭

区

分

別 夫婦家庭（共働き）

夫婦家庭（非共働き）
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教育・保育事業の利用を考える際の子どもの年齢については、「３歳」（38.5％）

が最も高く、次いで「１歳」（32.7％）、「２歳」「４歳」（11.5％）となっていまし

た。 

「1歳」と回答した方が前回調査時（18.2％）より14.5ポイント増加しました。 

【図表 32】教育・保育事業の利用を考える際の子どもの年齢 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：子ども・子育て支援事業に関するニーズ調査結果 

 

 

 

  

令和５年度 n = 52

平成30年度 n = 165

０～２歳 n = 51

３～５歳 -

ひとり親家庭 n = 1

母子家庭 n = 1

父子家庭 -

夫婦家庭（共働き） n = 23

夫婦家庭（非共働き）n = 28

経
年
比
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年
齢
別
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分
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100.0
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17.9
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-

-

-

4.3

7.1
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（%）
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（人）

５ 待機児童と放課後児童クラブの状況 

（１）待機児童数 

年度当初（４月）と年度末（３月）の待機児童の状況をみると、いずれの年も年度

当初より年度末での待機児童数が多くなっています。 

【図表 33】待機児童数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：新子育て安心プラン・塩竈市の保育事業の方向性について 

 

（２）放課後児童クラブの登録児童数 

放課後児童クラブの登録児童数は、全体で令和２年度以降大きく増加し、令和６年

度には600人超となっています。また、高学年の登録児童数は増加傾向にあり、平

成27年度から令和６年度にかけて6倍強となっています。 

【図表 34】放課後児童クラブの登録児童数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：主要な施策の成果（各年４月１日）  
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ネグレクト

身体的虐待

（件）

６ 児童虐待の状況 

（１）児童虐待の相談について 

本市の児童虐待相談件数の推移をみると、令和４年度以降は50件前後で推移して

います。 

また、内容別割合をみると令和３年度は「心理的虐待」、令和４年度は「ネグレク

ト」の割合が最も高くなっています。「ネグレクト」の割合は、県・全国値より高い

傾向にあります。 

【図表 35】児童虐待の内容別相談件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：福祉行政報告例 

 

【図表 36】児童虐待の内容別相談割合の比較 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：福祉行政報告例  

令和５年の｛宮城県｝「全国」の数値については公表された後、入力を行う想定です。 
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児童虐待相談の経路別件数の推移をみると、年度によりばらつきはあるものの、い

ずれの年度も「都道府県等」「市町村」「警察等」「学校等」が大半を占めています。 

特に令和５年度では「警察等」を経路とした相談が６割以上となっています。 

【図表 37】児童虐待相談の経路別件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：福祉行政報告例  

（件） 

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

その他 6 5 2 6 7

児童本人 0 1 0 0 0

近隣・知人 1 6 4 0 0

家族・親戚 3 0 2 6 2

児童委員 0 1 0 1 0

学校等 14 6 5 4 2

医療機関 1 0 0 0 0

保健所等 0 0 0 0 0

警察等 26 18 39 21 32

市町村 11 13 9 8 3

都道府県等 13 14 22 10 2

総数 75 64 83 56 48

0

20

40

60

80

100
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７ 施策の進捗評価 

第２期計画は、３つの基本目標と９つの主要な施策による128事業により構成さ

れています。 

本計画の策定に当たり、第２期計画における施策の進捗評価を各事業の担当課で行

い、その評価に基づき子育て支援課で検証・評価の修正を行いました。 

 

■第２期計画における施策の進捗評価 

 

施策名 事業数 
成果が
あった 

やや 
成果が
あった 

あまり 
成果が 
なかった 

成果が 
なかった 

評価 
できず
（未実施
含む） 

計画全体 128      

基本目標１ 子どもがのびのびと 
健やかに育つまち 

44      

 
主要な施策(1) 

子どもが健全に育つ環境づくり 
15  

 
   

 
主要な施策(2) 

多様な教育・学習の推進 
25      

 
主要な施策(3) 

特別な支援が必要な子どもに 
対する対応 

4      

基本目標２ 親が安心して子どもを 
産み育てられるまち 

49      

 
主要な施策(1) 

健やかな子育ての推進 
23      

 
主要な施策(2) 

働きながら子育てできる 
環境づくり 

14      

 
主要な施策(3) 

子育て家庭への支援 
12      

基本目標３ 地域社会が子どもの育ち
と子育てを支えるまち 

35      

 
主要な施策(1) 

子育てを支援する生活環境の整備 
20      

 
主要な施策(2) 

児童虐待防止対策の充実 
5      

 
主要な施策(3) 

子ども・家庭を支援する 
地域社会づくり 

10      

※ 施策評価：令和６年６～７月実施 

※ 第２期計画期間：令和２～６年度 

 

 

施策評価が完了後、入力を行う想定です。 
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第３章 計画の基本的な考え方 

１ 計画の基本理念 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

子どもたちは、その一人ひとりがかけがえのない生命(いのち)です。 

そして、すべての子どもは、個性という光を持ち、未来に向けて虹色の輝きを放ち

つづける大切な存在です。 

 

 

現代社会は、これまで子どもたちを育んできた豊かな基盤、心の豊かさが少しずつ

失われてきています。 

いま、私たちは、すべての子どもたちが夢や希望を抱き、無限の可能性を拓くこと

ができるように、これまで培われてきた伝統や文化、多彩な自然、そして人として

の尊厳と親子と子・人と人とのきずなを大切にする社会を、未来へ受け継いでいか

なければなりません。 

 

 

私たちは、「子どもを生み育てることの喜びを男性と女性・家庭と地域が共有する

とともに、子どもたちが多様な個性を発揮しながら、のびのび育つことができるま

ち」の実現を目指します。 

 

  

生命
い の ち

の誕生と子育ての感動を分かちあい、 

子どもたち一人ひとりが光り輝くまち しおがま 
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２ 計画の基本目標 

計画の基本理念を実現するために、次の3つの基本目標を定めます。 

 

目標１：子どもがのびのびと健やかに育つまち 

すべての子どもたちは、本来「育つ力」を持っており、社会の中で一人ひとりが自

主性や主体性を発揮することによって、個性という光を放ちながら、未来を明るく

照らします。 

子どもが自ら考え、主体的に行動できる「自ら生きる力」を育み、そして社会の一

員として「ともに生きる心」を養っていくことができるよう“子どもがのびのびと

健やかに育つことができるまちづくり”を進めていきます。 

 

目標２：親が安心して子どもを産み育てられるまち 

子どもを産み育てることは、私たちに感動と喜びを与えてくれるとともに、未来へ

とつながっていく、かけがえのない営みです。 

すべての人が子育ての大切さを認めあう中で、親がゆとりや豊かさ、健やかさに満

たされながら、子育てをすることの楽しさを実感することができるよう“親が安心

して子どもを産み育てられるまちづくり”を進めていきます。 

 

目標３：地域社会が子どもの育ちと子育てを支えるまち 

子どもを産み育てることは、家庭はもとより社会全体であたたかく見守られるべき

大切な営みです。子どもたちは、親はもちろん周囲のたくさんの大人たちによって、

大切にされ信頼されることで、社会の中で夢や希望を抱きながら、明るく輝きます。 

地域や学校、事業所・企業、行政など社会を構成するさまざまな主体が協働しなが

ら、家庭や社会の中で、子どもや子育てを支えていくことができるよう、“地域社会

が子どもの育ちと子育てを支えるまちづくり”を進めていきます。 

 

 

  



第３章 計画の基本的な考え方 

49 

３ 施策の体系図 

≪基本理念≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

生命
い の ち

の誕生と子育ての感動を分かちあい、 

子どもたち一人ひとりが光り輝くまち しおがま 

基本目標１ 子どもがのびのびと健やかに育つまち 

 施策 

（１）幼児教育の充実 

（２）学校教育の充実 

（３）社会教育の充実 

（４）スポーツの推進 

 主要な施策２ 

多様な教育・学習の推進 

 施策 

（１）特別な支援が必要な子どもへの支援 

主要な施策３ 

特別な支援が必要な子どもに 

対する対応 

 施策 

（１）身近な遊び場の提供 

（２）青少年の健全育成の推進 

（３）次代を担う世代の育成の充実 

 主要な施策１ 

子どもが健全に育つ環境づくり 
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 施策 

（１）子育て家庭への一体的な相談支援の充実 

（２）子育てに関する情報提供の充実 

（３）子育てをしている親同士の交流機会の充実 

主要な施策１ 

「妊娠」から「子育て」までの 

切れ目ない支援の充実 

 施策 

（１）待機児童の解消や多様な保育ニーズへの的確な対応 

（２）放課後児童クラブの充実 

（３）子育てと仕事を両立しやすい環境づくり 

主要な施策２ 

働きながら安心して 

子育てできる環境づくり 

 施策 

（１）家庭教育の充実 

（2）食育の充実 

（3）小児医療の充実 

（4）経済的支援制度の普及 

（5）ひとり親家庭への支援 

主要な施策３ 

子どもと子育て家庭への 

支援の充実 

基本目標２ 親が安心して子どもを産み育てられるまち 

基本目標３ 地域社会が子どもの育ちと子育てを支えるまち 

 施策 

（１）子育てに配慮した生活の場の提供 

（２）豊かな自然とふれあう機会の提供 

（３）交通安全と防犯・防災の充実 

（４）浦戸のよさを活かした子どもの健全育成 

主要な施策１ 

自然豊かで安全な子育てに 

配慮した生活環境の整備 

 施策 

（１）子育てを支える地域体制づくりの推進 

（２）地域全体で子育てを支援する環境づくり 

 主要な施策３ 

学校・家庭・地域が連携した 

子ども・家庭を支援する 

地域社会づくり 



 

 

 

 


